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WWB 株式会社との業務提携に関するお知らせ 

 
当社は、平成 23 年 3 月 14 日開催の取締役会において、下記の通り、WWB 株式会社（以下「WWB」とい

う。）との間で、業務提携を行うことを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 
                       記 
 
１．業務提携の理由および内容 

WWB は、現在の主力事業である建設機械輸出販売事業に加え、ソーラーシステム*1 の輸入販売事業を

推進しております。同社は中電電気（南京）光伏有限公司（China Sunergy Co.ltd*2）が OEM 製造する WWB 

solar 太陽電池モジュールの日本国内での独占販売権を有しており、同社がＯＥＭメーカーとなって、日本

国内で WWB solar 太陽光発電パネルの本格的な販売展開を進めるにあたり、有力な販売チャネルの獲得

を目指していたものであります。 

一方、当社は LED 照明機器販売事業を事業の中核として、大幅な事業構造の転換を進めておりま

すが、並行して収益力拡大につながる LED 照明機器以外の環境関連商材の取扱を検討してまいりま

した。WWB が製造販売するソーラーシステムは省エネ機器として当社の有する LED 照明機器との

親和性も高く、当社の有する販売網の一部が活用できる可能性が高いとの認識に至っております。 
今回の業務提携の内容は、将来の資本提携および事業統合も視野に入れたものとし、①当社による

WWB のソーラーシステムの販売、設置およびメンテナンス体制の構築、②当社の LED 照明機器販

売への WWB の全面的な協力を中核として、WWB からの役員派遣を含む相互の人材派遣、交流なら

びに当社の資金調達への WWB による支援活動までを含む、広範かつ緊密な内容としております。 
株主の皆様におかれましては、当社の業績低迷に伴う上場廃止基準への抵触を始め、ご心配をおか

けしておりますが、当社といたしましては今回の業務提携を機に、中核事業である LED 照明機器販

売と新たに取り組むソーラーシステム販売の相乗効果により、今後、市場拡大が期待される環境関連

商品の販売会社としての地位を確立し、事業基盤を堅固なものとしていく所存であります。 
  *1 太陽光発電を行うソーラーパネルを用いた発電システム。発電機構に加え、直流交流変換器や

電力会社への売電のための分電機器、監視システムなど、その運用に必要な一切の機器を含む

システム一式。 
  *2  China Sunergy Co.ltd（ＣＳＵＮ）として、米国 NasdaqGM 市場に上場。太陽電池や太陽光発電パ

ネルの開発、製造メーカー。 



 

 

 
２．提携会社の概要 

（１） 名称 WWB 株式会社（http://www.wwwb.jp/） 

（２） 所在地 東京都港区芝大門一丁目 3 番 10 号 コスモタワー8Ｆ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役  龍  潤 生 

（４） 事業内容 ・建設機械、資材、特殊車両、乗用車及び付属品、金属加工品の輸出入

並びに販売 

・太陽電池セル及びモジュール製造用装置、製造用素材の販売 

・太陽光発電素材、製品、機器の開発、製造、販売及び輸出 

（５） 資本金 ５，０００万円 

（６） 設立年月日 平成１８年６月６日 

資本関係 当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあり

ません。また、当社の関係者および関係会社と当該会社

の関係者および関係会社の間には、特筆すべき資本関係

はありません。 

人的関係 当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあり

ません。また、当社の関係者および関係会社と当該会社

の関係者および関係会社の間には、特筆すべき人的関係

はありません。 

取引関係 当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はあり

ません。また、当社の関係者および関係会社と当該会社

の関係者および関係会社の間には、特筆すべき取引関係

はありません。 

（７） 上場会社と当該会社と

の間の関係 

関連当事者へ

の該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に

は該当しません。 

 

３．日程 

平成２３年３月１４日 取締役会決議 

平成２３年３月１４日 業務提携契約書締結 

 

４．業績に与える影響 

今回の業務提携による効果は大きなものを期待しておりますが、現段階では今期（平成２３年６月期）

業績への影響は軽微と考えております。なお、今後業務提携が進展し、当社業績に重要な影響が見込まれ

る場合には、別途公表いたします。 

                                             以上 
 


